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要旨：鉄筋コンクリート造無開口耐震壁のせん断力～せん断ひずみ度関係の算定法に関して，日本建築学会

の「鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」に示された手法を用いてパラメトリックス

タディーを行い，その変動傾向を確認した上で，ほぼ同様の精度を有する簡略手法を導いた。この手法には，

せん断変形成分に大きな影響を及ぼす水平方向抵抗バネ剛性を考慮している。この簡略手法を既往の 1 層と

連層の耐震壁実験結果に適用した結果，せん断ひびわれ後のせん断剛性は計算結果と実験結果で良好に対応

することが分かった。ただし，連層耐震壁に関しては，検証試験体が少なく，今後さらなる検討を要する。 

キーワード：耐震壁，せん断変形，せん断剛性低下率，FEM解析 

 

1. はじめに 

 鉄筋コンクリート造耐震壁は，せん断変形成分の弾塑

性挙動が卓越する場合があり，その変形特性の評価は複

雑となる。このせん断変形成分の算定法に関しては，既

往研究において多々提案されているが，その大半は限ら

れた実験結果に基づくものであり，汎用性に関してはや

や疑問が残る。その中で，日本建築学会の「鉄筋コンク

リート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」1)（以

降，性能評価指針と呼ぶ）に示された手法は，トラス剛

性を用い比較的理論的にアプローチしている。この手法

は，比較的良い精度を有するものの，複雑であり，実務

に適用するに当たっては簡略化が望まれる。そこで，こ

の手法によるパラメトリックスタディーを行い，せん断

変形成分に大きな影響を及ぼす因子を特定した上で，算

定手法の簡略化を試みることにした。 

 

2. 性能評価指針によるパラメトリックスタディー 

2.1 性能評価指針の概要 

ここでは，性能評価指針のせん断力～せん断変形関係

の算定手法の概要を示す。 

性能評価指針の基本的な概念を図－1 に示す。性能評

価指針では，せん断ひびわれ後の剛性はトラス剛性（側

柱主筋と壁板縦筋による鉛直方向引張バネ，側柱と壁板

横筋による水平方向引張バネおよびコンクリートの斜

め方向圧縮バネより構成され，主圧縮方向角度は最小ポ

テンシャルエネルギーの原理に従って算定する）により

求める。この際，軸方向応力度の影響を考慮している（軸

力が圧縮の場合には，せん断強度時せん断ひずみ度を低

減）。また，終局に至る前に曲げ降伏が生じる場合には，

曲げ降伏以降のせん断剛性をさらに低下させている。 

2.2 簡略手法考案の基本方針 

 上述したように，性能評価指針では，曲げ降伏する場

合にはせん断ひびわれ発生後のせん断剛性を低下させ

ている。しかし，フレームの静的増分解析を行い，その

結果に基づき，断面算定を行う場合や多質点系の動的解

析を行う場合には，曲げ降伏後の挙動は，曲げ変形成分

の剛性を低下することにより表現できると考えられる

ことから，これらへの適用を目的とし，簡略手法では，

せん断力～せん断変形関係をせん断ひびわれ点とせん

断強度点から構成される 2折れ線で表すことにした。こ

の場合，限界変形点は，日本建築学会の「鉄筋コンクリ

ート造建物の靱性保証型耐震設計指針・同解説」2)に示

された手法等により，部材角で定めることになる。ただ

し，立体フレームにより動的解析を行う場合には，耐震

壁の吸収エネルギーを妥当に評価するため，せん断剛性 
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図－1 性能評価指針の耐震壁のせん断応力度

～せん断ひずみ度関係の基本的概念 
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も曲げ降伏以降低下させた方が良い 3)。 

2.3 パラメトリックスタディーの方針 

 パラメトリックスタディーのパラメーターは，以下の

ように設定した。これにより，スタディーは 384ケース

となる。壁内法高さは，連層耐震壁を想定し，上限を

12000mmとした。また，側柱の形状と鉄筋量は全ケース

共通とした。 

(1)形状（1層 1スパン耐震壁） 

スパン長（側柱芯々間距離）：w=6000mm 
壁内法高さ：h0=3000 , 6000 , 9000 , 12000mm 

壁厚：tw=200mm 

側柱せい，幅：Dc=Bc=200 , 400 , 600 , 800mm 

加力点高さ：h= h0 

(2)鉄筋量 

壁板（縦横筋）：pwv=pwh=0.5 , 1.0% 

側柱（主筋：共通）：Dc= 800mmで pcg=2.5％ 

側柱（帯筋：共通）：Dc= 800mmで pcw=0.5％ 

(3)材料 

コンクリート：圧縮強度：σB=30 , 60 , 90N/mm2 

      ：引張強度：σt=0.33√σB 

      ：ヤング係数：Ec：RC規準式 4) 

鉄筋（全て）：降伏強度：σy=400N/mm2 

      ：ヤング係数：Es=2.0x105N/mm2 

(4)軸方向応力度（全断面に対して） 

       ：σ0=0.0 , 3.0 , 6.0 , 9.0 N/mm2 

2.4 パラメトリックスタディーの結果：簡略手法の考案 

せん断剛性低下率（αs：せん断強度時割線剛性／弾性

剛性）とトラス剛性の水平方向バネ剛性（Kx：式(2)）の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係をコンクリート強度毎に図－2 に示す。各図は，軸

方向応力度に応じて記号を分けて示した。また，横軸の

小さい範囲も拡大して示した。最初に水平方向バネ剛性

に着目したのは，せん断強度への影響因子として壁板横

筋とアーチ機構の占める割合が大きいと判断したこと

による。性能評価指針の水平方向バネ剛性は，側柱によ

る水平抵抗を考慮しており，これがせん断強度算定式の

アーチ機構に対応する（詳細は性能評価指針を参照）。 

図－2を見ると，せん断剛性低下率（αs）には，水平

方向バネ剛性（Kx），軸方向応力度（σ0）およびコンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－2 せん断剛性低下率～水平方向バネ剛性関係 
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リート圧縮強度（σB）の影響が大きいことが分かる。

そこで，これら因子を考慮した簡略手法を考案すること

にした。他の因子の影響は，比較的小さかった。 

図－2 には，軸方向応力度毎に，せん断剛性低下率と

水平方向バネ剛性の関係の近似式（og は常用対数）を
示した。この近似式は，基本的に式(1)で表せる。さらに，

式(1)の係数 a，b と軸方向応力度の関係を求めると，図

－3 となる。図はコンクリート圧縮強度で記号を分け，

それぞれの近似式を示した。やはり，コンクリート圧縮

強度に応じて，傾向が異なり，その差は軸方向応力度の

増大に従って大きくなることから，ここでは，軸方向応

力度ゼロの時は，コンクリート圧縮強度に因らず同じ係

数となると仮定し，係数 a，b を定めるための係数 c，d

とコンクリート圧縮強度の関係を求めることにした。そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の結果を図－3に示す。図中，近似式も示した。 

上述の検討結果をまとめると，せん断剛性低下率の算

定式は，式(1)～(6)となる。 
( )xs Kogba +=α    (1) 

swh
w

wcc
x Ep

ht
IE

K +=
4

0

360
     


  (2) 

0174.0     σca +−=    (3) 

0.0880         σdb +=    (4) 

Bc σ5100.7017.0     −×+−=   (5) 

Bd σ5100.7010.0        −×−=   (6) 

上式の記号は SI単位系である。σB，Ecはコンクリー 
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図－4 せん断剛性低下率算定法の精度（対パラメトリックスタディー） 

図－3 係数 a，b，c，dの検討 
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トの圧縮強度（正値）とヤング係数，Ic は側柱の断面２

次モーメント，wは側柱芯々間距離，twは壁厚，h0は壁

板内法高さ，pwh，Es は壁板横筋の鉄筋比とヤング係数，

σ0 は全水平断面積に対する軸方向応力度（圧縮を正）

である。 

 

3. 簡略手法の精度 

3.1 パラメトリックスタディーの結果に対して 

 せん断剛性低下率に関して，パラメトリックスタディ

ーの結果と簡略手法による結果を比較した。その結果を

図－4 に示す。図は，縦軸が性能評価指針によるパラメ

トリックスタディーのせん断剛性低下率を簡略手法の

それで除した値であり，横軸は水平方向バネ剛性である。

図－2 と同様に，水平方向バネ剛性の小さい領域を拡大

した場合も示した。 

 全般的には，軸方向応力度の増大に伴い，変動係数が

大きくなる傾向を示したが，平均値は 0.81～1.09，変動

係数の最大値は 0.126 であり，実用的には十分な精度で

あると言える。 
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3.2 既往実験結果（一層耐震壁）5)～7)に対して 

せん断剛性低下率を求める簡略手法を既往実験結果

に適用し，せん断力～せん断ひずみ度関係を比較した。

この際，せん断ひびわれ強度とその時のせん断ひずみ度，

およびせん断強度は性能評価指針に従って求めた。その

結果を図－5 に示す。対象とした既往実験結果は，論文

中にせん断力～せん断変形関係が明示されているもの

である。ただし，側柱型がない試験体に関しては，せん

断力～せん断ひずみ度関係に関する情報が得られなか

ったため，FEM解析（使用プログラム：FINAL）の結果

からせん断力～せん断ひずみ度関係を求めた。この解析

の詳細は文献 8）を参照されたい。また，図中には，性

能評価指針による結果（曲げ降伏が生じる場合は，その

後の剛性と強度を低下させている）と RC 規準に掲載さ

れた菅野の提案式(7)による結果も併せて示した。 

14.046.0 +=
B

wy
whp

σ
σ

β    (7) 

上式のβは，簡略手法のせん断剛性低下率αsと同じも 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－5 せん断力～せん断ひずみ度関係の比較（対既往 1層耐震壁実験） 
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のであり，式中のσwyは壁板横筋の降伏強度である。こ

の式の適用に当って，せん断ひびわれ強度点とせん断強

度は，簡略手法と同様に性能評価指針により求めた。 

既往実験の試験体は，側柱幅／壁厚＝1.00～3.57，シア

スパン比（側柱芯々間距離を用いた場合）＝0.6～2.0，

コンクリート圧縮強度＝18.3～93.5N/mm2，壁板横筋比＝

0.26～1.20%，壁板横筋強度＝321～1002 N/mm2であり，

比較的広範囲に亘っている。 

全般的には，簡略手法による第二せん断剛性（第一折

れ点と第二折れ点を結んだ線の傾き）は実験結果（もし

くは FEM 解析結果）と良好に対応しており，この簡略

手法が十分な精度を有していることが分かる。 

菅野の提案式は，簡略手法に比べてやや精度が低下す

る（特に側柱型が存在しない場合）ものの，ほぼ実験結

果の第二せん断剛性を的確に表している。しかしながら，

この式は実験式であることから，この式を設計に用いる

に当たっては，十分にその適用範囲を検討することが必

要と思われる。 

また，性能評価指針は，全般的に実験結果と良好に対

応しており，曲げ降伏する場合のせん断剛性がさらに低

下する様子を良く再現できている。 

3.3既往実験結果（連層耐震壁）9)に対して 

今回の簡略手法を連層耐震壁に適用するに当たり，性

能評価指針に準じ，中間梁主筋をせん断強度，せん断剛

性低下率の算定に考慮することにした。各層のせん断強

度算定に当たっては，計算対象層の脚部に対する外力の

等価高さ位置（脚部の曲げモーメントが同じになる高

さ）を壁板高さと仮定し，性能評価指針に従って算定し

た。また，せん断剛性低下率の算定に用いる水平方向バ

ネ剛性算定時の壁内法高さを，最下層は壁脚部から 2層

下部梁の中心位置までの距離，中間層はその層の上下の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

梁の中心間距離，最上層はその下部梁の中心位置から上

部梁下端までの距離とした。これは，最上層の上部梁以

外の中間梁は損傷が大きく，側柱に対する固定度が低下

すると仮定したことによる。上述した仮定条件を図－6

に示す。 

また，性能評価指針では，側柱による水平方向バネ剛

性算定時において，連層耐震壁の場合は，最上層と最下

層に対し側柱を一端固定，他端を水平変位自由とした梁

に置換し，両端固定と仮定する 1層耐震壁に比べ小さな

係数を用いている（具体的には，式（2）の 360 を 22.5

に変更する）。さらには，中間層においては，側柱によ

る水平方向バネ剛性の影響は小さいと判断し，無視して

いる。これに関しては，後述するが，中間層と最下層お

よび最上層の第二せん断剛性がほとんど同じであるこ

とが確認されたため，ここでは，中間層においても，側

柱による水平方向バネ剛性を考慮することにした。また，  
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図－6 連層耐震壁を対象とした場合の計算仮定 

図－7 せん断力～せん断ひずみ度関係の比較（対既往連層耐震壁実験） 
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性能評価指針に準じ，せん断剛性低下率算定式における

側柱による水平方向バネ剛性算定式は，連層耐震壁用の

式を用いることにした（式（2）の係数を 22.5とした）。 

既往実験結果（79W209 試験体：曲げ降伏後のせん断破

壊，79W210 試験体：曲げ降伏せずにせん断破壊）を対

象として簡略手法より求めたせん断力～せん断ひずみ

度関係を FEM 解析結果と比較し，図－7 に示す。FEM

解析結果を用いたのは，論文中にせん断力～せん断ひず

み度関係が示されていなかったことによる。FEM解析に

用いた仮定条件は文献 8）に示した通常の場合の耐震壁

用のものであり，FEM解析より得られた試験体頂部のせ

ん断力～水平変位関係が実験結果と良好に対応するこ

とを確認した。また，図中には，性能評価指針による結

果も示した。 

図より，FEM解析による各層の第二せん断剛性は全て

ほぼ同じで，中間層では側柱による水平方向バネ剛性を

無視する性能評価指針と異なる傾向を示した。また，全

般的に性能評価指針による第二せん断剛性は FEM 解析

よりも小さい。しかし，最下層においては，曲げ降伏後

にさらにせん断剛性が低下する様子を性能評価指針は

良く再現できている。 

一方，簡略手法による第二せん断剛性は，全般的に

FEM解析結果とほぼ対応した。これは，せん断剛性低下

率算定式における側柱による水平方向バネ剛性算定式

を性能評価指針の連層耐震壁用の式を用いたことに起

因している。また，曲げ降伏せずにせん断破壊した

79W210 試験体では，計算最大強度は実験の最大耐力と

対応している。しかしながら，今回は 2体の試験体を用

いて検証しただけであり，今後，さらなる検討を要する。 

 

4. まとめ 

鉄筋コンクリート造無開口耐震壁のせん断力～せん

断ひずみ度関係の簡略手法の考案を目的として，性能評

価指針の手法を用いてパラメトリックスタディーを行

った。その結果，以下の知見を得た。 

１） 性能評価指針の手法を用いたパラメトリック

スタディーの結果から導いた簡略手法を 1層耐

震壁の既往実験結果に適用した結果，簡略手法

は十分な精度を有していることが分かった。 

２） RC 規準に示された菅野のせん断剛性低下率に

関する提案式は，今回の検討では実験結果とほ

ぼ対応することを確認したが，これを設計に用

いる場合には，提案式の適用範囲を十分に検討 

 

する必要がある。 

３） 簡略手法（せん断剛性低下率算定式における側

柱による水平方向バネ剛性算定式を性能評価

指針の連層耐震壁用の式を用いた）を連層耐震

壁の既往実験結果に適用した結果，簡略手法に

よるせん断ひびわれ後のせん断剛性は，既往実

験結果とほぼ対応した。しかしながら，今回は

2 体の試験体を用いて検証しただけであり，今

後，さらなる検討を要する。 

４） 簡略手法の適用範囲に関しては，基本的には性

能評価指針と同等と考えているが，これに関し

ては，今後，詳細に検討したい。 
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